
住宅建築技術国際展開支援事業 

         研修 

 

次のとおり、インドネシア共和国の政府関係機関等に研修を実施。 

 

１ 目的 

  海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進に関する法律（平成 30 年

法律第 40 号。）及び同法に基づき国土交通大臣の定める海外社会資本事業へ

の我が国事業者の参入の促進を図るための基本的な方針に基づき我が国事業

者の新興国等の住宅市場への進出を支援するため、機構が調査を通じて把握

した情報や機構の知見を活用し、新興国の外国政府関係機関等の役職員が自

国の住宅市場及び住宅金融市場の現状を認識した上で、自国の住宅ローン及

び住宅ローン市場の発展に何が必要か等の課題の整理を行うことを目的とす

る。 

 

２ 研修対象機関 

以下のインドネシア共和国の政府関係機関等に対して、研修を実施した。 

 

 (1) 公共事業・住宅省（Ministry of Public Works and Housing (PUPR) (２

名) 

(2) 財務省（Ministry of Finance（MOF）（２名） 

(3) 第二次抵当公社 (PT Sarana Multigriya Finansial(Persero)(SMF)（４

名） 

(4) 公共住宅貯蓄管理庁（BP Tapera）（３名） 

(5) 国営貯蓄銀行（Bank BTN） 

 

３ 研修時期 

令和６年 10 月 28 日（月）～10 月 31 日（木） 

 

４ 研修プログラム 

  次のとおり、研修を実施した。 

日程 内容 講師            

10 月 28 日（月） ・国土交通省表敬訪問 

・都市再生機構 

・講義及び視察：日本における都市再

・国土交通省 

・（独）都市再生機構 

 

成果報告書等の概要 



開発事例（視察：コモレ四谷） 

10 月 29 日（火） ・講義：住宅分野における日本の支援 

・講義：財形住宅融資・フラット３５

のビジネスモデル 

・（独）国際協力機構 

・モーゲージバンク 

10 月 30 日（水） ・視察：ソーラーハウス工場 

・講義：民間金融機関の住宅ローン 

・ハウスメーカー 

・地方銀行 

10 月 31 日（木） ・講義：IT システムの開発 

 

・修了式 

・IT ベンダー 

・住宅金融支援機構 

 

５ 研修概要 

 

講義及び視察「日本における都市

再開発事例」 

講師：（独）都市再生機構  

（独）都市再生機構（UR）から、日本における都市再開発について講義を行って

いただきました。 

講義後、実際の再開発事例として、コモレ四谷を訪問させていただきました。 

 

講義「住宅分野における日本の支

援」 

講師：（独）国際協力機構（JICA） 

JICA から住宅分野における日本の支援として、海外投融資の仕組みと事例（BTN

向け融資）について講義を行っていただきました。 

BTN は JICA にとっては融資先であるため、双方での質疑応答と活発な意見交換

が行われました。 

 

講義「財形住宅融資・フラット３

５のビジネスモデル」 

講師：モーゲージバンク 

モーゲージバンクから自社のビジネスモデル（財形住宅融資・フラット３５）

について講義を行っていただきました。 

研修参加機関の１つである BP Tapera はインドネシアで類似のビジネスモデル

を営んでいるため、同機関の研修生から財形融資だけではなく、財形貯蓄制度に

ついても多くの質問が寄せられました。 

 



視察「ソーラーハウス工場」 講師：ハウスメーカー  

インドネシアの低所得者向け住宅市場への進出を検討されているハウスメーカ

ーの工場の訪問させていただきました。 

同社の製品を活用することにより、電力が不十分な地域でも低所得者向けの住

宅が供給できるようになり、インドネシアの住宅不足問題の解決に資することが

期待されています。 

 

講義「民間金融機関の住宅ローン 講師：地方銀行 

愛知県を本拠地とする地方銀行から日本における民間住宅ローンについて講義

を行っていただき、低利な住宅ローンが提供できる仕組みについて多くの質問が

研修生から出ました。 

これまで機構が共有してきた公的融資に関する知見に加え、民間住宅ローンの

実務についても知見を得ることができる機会となりました。 

なお、当該地方銀行からは本件についてプレスリリースが行われています。 

 

講義「IT システムの開発」 講師：IT ベンダー 

IT ベンダーから機構の総合オンラインシステムを教材として、IT システムの

開発について講義を行っていただきました。 

インドネシアの銀行システムはパッケージを購入することが中心で、カスタマ

イズされることが少ないため、今後の開発や保守運用に当たっての知見を得られ

る機会となりました。 

なお、講師を務めていただいた IT ベンダーはインドネシアの IT 企業に出資し

ています。 

 

６ 研修参加機関の今後の検討課題（機構の認識等） 

本研修により機構が認識した研修参加機関の今後の検討課題は次のとおり。

これらについては、必要に応じて課題認識、検討状況等に関するフォローアッ

プを行っていく。 

○ 住宅金融の普及に向

け体制の整備 

長期低利の住宅ローンを実現するためには、調達・融

資金利に加え、金融機関の信用コストや事務コストな

ども課題になっているため、引き続き長期低利な住宅

ローンが実現できるようインドネシア関係機関との協

議を続ける。 

（参考講義：モーゲージバンク、地方銀行、国際協力

機構） 



○ 市街地での住宅開発

用地の確保及びインフ

ラ整備されていない地

域での住宅開発 

アフォーダブル住宅の整備はインドネシア政府にとっ

て大きな課題であるが、ジャカルタ首都圏では活用で

きる土地が限られていることから、既存市街地の再開

発についても検討する必要があるため、本邦関係機関

と連携しながら支援を続ける。 

また、インドネシアでは電力事情の良くない地域も未

だ存するため、ソーラパネル等を活用し、インフラ整

備が追いついていない状況であっても、生活に適した

住宅が整備できるよう支援する。 

（参考講義：都市再生機構、ハウスメーカー） 

○ 住宅ローンに係る事

務の合理化 

インドネシアは国土も広く人口も多いため、店舗をベ

ースとした既存の金融サービスでは多くの顧客に対応

することが難しい。このため、住宅ローンの実務に関

し、IT システムを通じた事務の合理化を引き続き支援

する。 

（参考講義：IT ベンダー） 

 






























































